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平成２１年1月８日
各支部長様
社団法人　長崎県建設業協会

会　　　長　谷村隆三
長崎県土木部における「長崎県緊急経済雇用対策」
　　　　　　　　　　　の適切な実施について
　　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　　長崎県の建設業をとりまく環境は非常に厳しく、建設市場の規模の大幅な縮小に伴う
需給バランスの崩壊及び一般競争入札の適用範囲の拡大等による受注競争の激化とともに、最近のサブプライムローン問題等による不動産市況の悪化、資材価格の高騰、改正建築基準法の施行による建築確認申請手続の厳格化等により、多くの雇用を維持してきた建設業者が倒産する等地域経済に多大な影響を与えております。

  このため、平成２０年１２月２２日に長崎県緊急経済雇用対策本部会議において決定された景気対策のうち、建設業については、工事の早期発注や運転資金の確保対策等として
1． 指名競争入札の暫定的な拡大による入札手続期間の短縮
2． 離島建設企業の受注拡大に向けた「地域力保全型指名競争入札」の導入

3． 中間前金払制度の対象範囲の拡大

　の措置を速やかに講じることとなった旨長崎県土木部長よりお知らせがまいっておりますので、貴支部会員へ周知徹底方よろしくお願い申し上げます。
なお、適用は平成２０年１２月２４日から平成２１年３月３１日迄となっておりますことを
　申し添えます。
